
　施行日前（平成26年３月31日以前）に行っ
た「長期割賦販売等に係る資産の譲渡等の時
期の特例」に規定する長期割賦販売等につい
ては、経過措置として施行日（平成26年４月
１日）以後にその支払期日が到来する分につ
いても旧税率の５％が適用されます。

（長期割賦販売等の要件）
　長期割賦販売等に該当するための要件は次

　平成19年度税制改正でリース取引の税務上
の取り扱いが変わりました。結論的には、リー
ス取引については売買処理又は賃借処理いず
れの場合においても、リース契約時点（リー
ス資産の引渡しを行った時点）の消費税率が
適用されます。

（１）原則的な取扱い
　平成19年度税制改正で平成20年4月1日以後
に行われるリース取引（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引）については、資産の売
買取引として処理し、リース資産については

のとおりです。
①月賦、年賦等で３回以上に分割して支払

われること
②販売等から最終支払期日まで２年以上の

期間があること
③頭金・申込金などがその割賦販売価格の

３分の２以下であること

会計上、固定資産に計上します。
　そのため、リース取引については、原則と
してリース資産の引渡しを行った日に資産の
譲渡があったことになり、売買取引と同じよ
うに譲渡対価の全額が課税仕入れになりま
す。この場合のリース取引については、経過
措置が適用されません。

（２）中小企業の例外的な取扱い
　中小企業の場合、毎月のリース料の支払い
をリース料として費用計上している場合に
は、特例として従来通り、毎月の支払いの都

　消費税法改正に伴う消費税率の引上げは、消費税率及び地方消費税率について、次のとおり
２段階で引き上げることと予定されています。

　前回は「請負工事等」に関する経過措置を解説いたしましたが、今回は「長期割賦販売等」、
「リース契約」、「資産の貸付け」、「指定役務の提供」、「売上返品・貸倒れ」などについて、経
過措置の内容や対応方法等について解説いたします。
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１．「長期割賦販売等」に関する経過措置

２．「リース契約」に関する経過措置

はじめに



　指定日の前日（平成25年９月30日）までに
契約を締結し、施行日前（平成26年３月31日）
から引き続きその契約に係る資産の貸付けを
行っている場合、次の「①及び②」又は「①
及び③」に掲げる要件に該当するときは、旧
税率の５％が適用されます。

（経過措置を適用するための要件）
①資産の貸付期間及び貸付期間中の対価の

額が契約で定められていること。
②事業者が事情の変更その他の理由により

その対価の額の変更を求めることができ
る旨の定めがないこと。

度、課税仕入れとして消費税の申告をするこ
とも認められています。
　施行日前（平成26年３月31日以前）にリー
ス契約を締結し、リース資産の引渡しを行っ

たリース取引についてこの特例により賃貸借
処理を行っている場合には、旧税率の５％が
適用されます。

③契約期間中に当事者の一方又は双方がい
つでも解約の申し入れをすることができる
旨の定めがないこと並びにその貸付けに
係る資産の取得対価と付随費用の合計額
に対するその契約期間中に支払われる貸
付け料金の合計額が100分の90以上であ
るように契約において定められていること。

　なお、指定日(平成25年10月1日)以後にその
資産の貸付けの対価の額の変更が行われた場
合には、その変更後におけるその資産の貸付
けについては、経過措置が適用されず新税率
の８％が適用されます。

　「指定役務の提供」とは、冠婚葬祭のため
の施設の提供その他の便宜の提供に係る役務
の提供をいいます。
　指定日の前日（平成25年９月30日）までの
間に締結した指定役務の提供に係る契約で次
の要件を満たすものが経過措置の対象とな

り、施行日（平成26年４月１日）以後にその
役務の提供を行う場合においても旧税率の
５％が適用されます。

（経過措置を適用するための要件）
①その契約の性質上、その役務の提供の時

期をあらかじめ定めることができないも

３．「資産の貸付け」に関する経過措置

４．「指定役務の提供」に関する経過措置

【キド先生のコメント】
一般的に不動産の契約では「賃料が経済事情の変動、公租公課の増額、近隣の
同種物件の賃料との比較等によって著しく不相応となったとこには、協議の上、
賃料を改定することができる」といった旨の規定がありますので、そのような

場合には上記、経過措置を適用するための要件②に該当しないため経過措置を適用できないこ
とになり、その変更が施行日（平成26年4月1日）以後であった場合にはそこから8％の新税率
の適用になります。しかしながら、賃料の変更が、例えば、賃借人が修繕義務を履行しないこ
とにより行われたものであるなど正当な理由に基づくものである場合には、その対価の変更に
つき経過措置の適用があります。



のであること。
②その役務の提供に先立って対価の全部又

は一部が分割で支払われる契約として政
令で定めるものであること。

③その契約に係る役務の提供の対価の額が

　次のリース取引に関するＡからＤまでの文章の中で、誤っているものが一つだけあります。
お答えください。

定められていること。
④事業者が事情の変更とその他の理由によ

りその対価の額の変更を求めることがで
きる旨の定めがないこと。

【キド先生のコメント】
　この経過措置の適用を受ける場合には契約の相手方に対し、その課税資産の
譲渡等が旧税率の適用を受けたことを書面により通知しなければなりません。
ただし、この通知は契約書や請求書等にその旨を表示することとして差し支え
ありません。

　商品の販売を行い、その後返品・値引き・
割戻しがあった場合、販売時点にさかのぼっ
て処理をするのではなく、その「返品・値引
き・割戻しがあった」時点の課税期間で処理
することになっています。これは仕入側の処
理についても同様です。
　しかし、その際に適用する税率は「返品・
値引き・割戻しがあった」時点での税率では
なく、販売・仕入れがあった時点の税率を適
用することとされています。

　また、貸倒れについても同様に、貸倒れ時
点での税率ではなく、販売時点の税率が適用
されます。
　したがって、施行日前（平成26年3月31日
以前）に行った商品の販売について、施行日

（平成26年4月1日）以後に返品・値引き・割
戻し・貸倒れがあった場合には旧税率の5％
が適用され、消費税及び地方消費税の申告書
における「返還等対価に係る税額」又は「貸
倒れに係る税額」の計算を行います。

 

クイズです！

６．経過措置を理解するために

５．「売上返品・貸倒れ」に関する取扱い

No 問　　題

Ａ

指定日の前日（平成25年９月30日）までの間にリース契約（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引）を結びリース資産の引渡しを受けた場合において、売買取
引として処理し固定資産に計上した場合には、リース資産の全額が課税仕入れと
なり、５％の消費税率が適用されます。



城所 弘明（キドコロ ヒロアキ）
役職：所長 公認会計士・税理士・行政書士　　所属：城所会計事務所

 

解　答

【キド先生のコメント】
　この経過措置の対象となる「請負工事等」に係る契約は、多数存在すると思
われます。経過措置の適用を受ける場合には、契約の締結の際に適用要件等を
しっかりと確認することが必要です。

No 問　　題

Ｂ

Ｃ

Ｄ

中小企業が指定日の前日（平成25年９月30日）までの間にリース契約（所有権移
転外ファイナンス・リース取引）を結びリース資産の引渡しを受けた場合におい
て、毎月のリース料の支払いの都度リース料として計上した場合には、課税仕入
れとして施行日（平成26年４月１日）以後も、５％の消費税率が適用されます。

中小企業が指定日の前日（平成25年９月30日）までの間にリース契約（所有権移
転外ファイナンス・リース取引）を結びリース資産の引渡しを受けた場合におい
て、毎月のリース料の支払いの都度リース料として計上した場合には、課税仕入
れとして施行日前（平成26年３月31日以前）の分は５％、施行日（平成26年４月
１日）以後の分は８％、それぞれの消費税率が適用されます。

中小企業においては、指定日の前日（平成25年９月30日）までの間にリース契約（所
有権移転外ファイナンス・リース取引）を結びリース資産の引渡しを受けた場合
には、売買取引として譲渡対価の全額を課税仕入れに処理することも、賃貸借取
引としてリース料の支払いの都度リース料を課税仕入れに処理することも、どち
らを選ぶことも認められています。

　答えはＣです。
　リース取引については、リース契約を結びリース資産の引渡しを受けた時点での消費税率を
適用します。


